
 

⑵ 各府省における法令等遵守に係る組織・体制の整備等の概要 

調査結果 説明図表番号 

全 16 府省の本府省等 33 機関における、基本的な法令等の遵守に係る組織・

体制や関係制度の整備状況について調査した結果は、次のとおりである。 

ア 国家公務員に適用される基本的な法令等に基づく組織・体制 

各機関は、国家公務員に適用される基本的な法令等に基づき、①服務所管

部課の設置、②倫理監督官の配置等倫理の保持のための体制の整備、③セク

ハラ相談員の配置、④個人情報の保護に係る管理体制の整備及び⑤情報セキ

ュリティ対策の実施体制の整備を行っている。 

(ｱ)  服務所管部課の設置 

国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）においては、各省大臣、各委

員会の委員長及び各庁の長官は、その機関の事務を統括し、職員の服務に

ついて、これを統督することが規定されている。 

このため、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関においては、服務に係

る事務を行い、服務規律の保持を図るため、それぞれの組織令等に基づき、

服務を所管する部課を設置している。各機関における服務の所管部課は、

本府省が大臣（長官）官房の人事課や秘書課等、外局が長官官房人事課、

総務部総務課等となっている。 

(ｲ) 倫理監督官の配置等 

国家公務員倫理法においては、職員の職務に係る倫理の保持を図るため、

各行政機関に、それぞれ倫理監督官１人を置き、倫理監督官は、その属す

る行政機関の職員に対しその職務に係る倫理の保持に関し必要な指導及び

助言を行うとともに、国家公務員倫理審査会の指示に従い、当該行政機関

の職員の職務に係る倫理の保持のための体制の整備を行うことと規定され

ている。 

また、国家公務員倫理規程においては、各省各庁の長は、贈与等報告書、

株取引等報告書及び所得等報告書等の受理、審査及び保存、報告書等の写

しの国家公務員倫理審査会への送付並びに贈与等報告書の閲覧のための体

制の整備その他の当該各省各庁に属する職員の職務に係る倫理の保持のた

めの体制の整備を行うことと規定されている。 

なお、自衛隊員倫理法及び自衛隊員倫理規程においても、おおむね同一

の内容が規定されている。 

（注）国家公務員倫理審査会は、国家公務員法及び国家公務員倫理法に基づき、人事院

に設置され、会長及び委員４人で組織され、国家公務員倫理規程の制定・改廃に関

する内閣への意見の申出、贈与等報告書等の審査、国家公務員倫理法等違反の疑い

がある場合の調査・懲戒手続の実施、懲戒処分の承認等、国家公務員の職務に係る

倫理の保持に関する事務を所掌している。なお、防衛省においては、防衛大臣の事

務を補佐させるため、自衛隊員倫理法に基づき、国家公務員倫理審査会とおおむね

所掌事務を同一とする自衛隊員倫理審査会が設置されている。 
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このため、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関においては、国家公務

員倫理法及び国家公務員倫理規程、又は自衛隊員倫理法及び自衛隊員倫理

規程に基づき、それぞれ倫理監督官に事務次官、外局の長等を配置してい

る。 

また、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関のうち、外局の３機関は、

本府省の規程が適用されており、残りの 30 機関のうち 29 機関は、それぞ

れ内部規程を策定し、倫理監督官を補佐する体制として、総括倫理管理官、

倫理管理官等を配置し、贈与等報告書、株取引等報告書、所得等報告書等

の受理・審査等のための体制を整備するとともに、倫理に関する相談の受

付等当該各省各庁に属する職員の職務に係る倫理の保持のための体制を整

備している。 

環境省の内部規程から職員の職務に係る倫理の保持の体制をみると、倫

理所管部課は大臣官房秘書課（職員係）となっており、倫理監督官として

事務次官、倫理管理者として大臣官房長、各局長、大臣官房秘書課長、各

局総括課長等をそれぞれ配置している。 

(ｳ)  セクハラ相談員の配置 

セクハラ防止規則においては、各省各庁の長は、人事院の定めるところ

により、セクハラに関する苦情の申出及び相談（以下「苦情相談」という。）

が職員からなされた場合に対応するため、苦情相談を受ける職員（以下「相

談員」という。）を配置し、相談員が苦情相談を受ける日時及び場所を指定

する等必要な体制を整備しなければならないと規定されている。 

このため、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関では、セクハラに関す

る苦情相談を受ける相談員を配置している。また、セクハラ防止規則の適

用を受けない防衛省の特別職の職員及び林野庁の現業職員については、雇

用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律を受

け、それぞれ同様の措置が講じられている。 

総務省における、セクハラに対する相談体制についてみると、総務省本

省は「総務省におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する訓令」

（平成 13 年１月６日付け総務省訓令第 31 号）を策定し、本省内部部局に

38 人の相談員を配置し、公害等調整委員会は「公害等調整委員会における

セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程」（平成 19 年６月 21 日

付け公害等調整委員会訓令第２号）を策定し、相談員を３人配置し、消防

庁は「消防庁における人事院規則 10－10（セクシュアル・ハラスメントの

防止等）の取扱いについて」（平成 11 年５月６日付け消防総第 272 号）を

策定し、７人の相談員を配置している。 

(ｴ)  個人情報の保護に係る管理体制の整備 

行政機関が保有する個人情報の管理については、安全確保指針が定めら

れており、同指針において、管理体制として、各行政機関に、総括保護管
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理者及び監査責任者を置き、保有個人情報を取り扱う各課室等に、保護管

理者及び保護担当者を置くとされ、また、総括保護管理者は、保有個人情

報の管理に係る重要事項の決定、連絡・調整等を行うための委員会を設け、

定期に又は随時に開催すると規定されている。 

このため、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関は、当該指針に基づき、

それぞれ個人情報の管理に関する内部規程を策定し、総括保護管理者の配

置等の必要な体制を整備している。当該指針において、総括保護管理者は、

官房長等をもって充てるとされ、保護管理者は、保有個人情報を取り扱う

各課室等の長又はこれに代わる者をもって充てるとされている。 

(ｵ)  情報セキュリティ対策の実施体制の整備 

各府省における情報セキュリティ対策については、統一基準において、

情報セキュリティ対策の一つである「組織と体制の整備」として、組織全

体の情報セキュリティ対策を実施するに当たり、最高情報セキュリティ責

任者、情報セキュリティ委員会、情報セキュリティ監査責任者、情報セキ

ュリティ責任者、情報システムセキュリティ責任者、情報システムセキュ

リティ管理者及び課室情報セキュリティ責任者を設置することと規定され

ている。 

このため、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関は、当該統一基準に基

づき、それぞれ情報セキュリティポリシーを策定し、必要な組織・体制を

整備している。 

総務省本省における情報セキュリティ対策の体制についてみると、最高

情報セキュリティ責任者として大臣官房長、情報セキュリティ委員会とし

て総務省行政情報化推進委員会、情報セキュリティ監査責任者として大臣

官房企画課情報システム室長を充てるなどとなっている。 

 

イ 各府省が独自に整備している組織・体制 

一部の機関は、前述アの法令等に基づき整備している組織・体制に加え、

独自に、法令等の遵守に係る専門の組織・体制を整備している。 

(ｱ)  法令等遵守に係る専門の組織の設置 

調査した全 16 府省の本府省等 33 機関中５機関は、訓令又は大臣決定に

基づき、法令遵守対応室、法令等遵守調査室、法令等遵守委員会等の法令

等遵守に係る専門の組織を設けている。これらの組織は、法令等遵守に関

して、法令等違反が疑われる場合における事実関係の調査や必要な措置の

検討等、さらには内部通報窓口の機能を果たすこととされている。また、

これらのうち、３機関における専門の組織は、弁護士の資格を有する者を

メンバーに含んだものとなっている。 

(ｲ)  服務や倫理の保持に関する委員会等の設置 

調査した全 16 府省の本府省等 33 機関中７機関は、訓令等内部規程に基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１－⑵－⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１－⑵－⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

20



 

づき、服務や倫理の保持を所管する部課の職員で構成される委員会等を設

けている。これらの組織は、必要に応じ、綱紀の保持の状況の点検や、服

務規律の遵守及び職務に係る倫理の保持に関する重要事項の調査審議、服

務に関する調査・指導・助言等を行うこととされている。 

 

ウ 法令等遵守に係る制度・仕組み 

各機関は、法令等遵守を推進するため、法令等遵守に係る周知・啓発や研

修を実施しているほか、内部監査の実施や内部通報窓口等の整備を行ってい

る。 

(ｱ)  法令等遵守に係る周知・啓発や研修の実施 

調査した全 16 府省の本府省等 33 機関は、法令等遵守に関する内部規程

類の配布やイントラネットへの掲示を行うとともに、関係する閣議決定、

人事院や総務省等からの関係通知を職員へ周知している。 

また、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関中 30 機関は、研修制度を整

備しており、研修規則や実施要領、あるいは、年度別の研修実施計画に基

づいて研修を行っており、課長級、課長補佐級、係長級等の階層別の研修

や特定の業務に従事する者を対象とした研修等様々な研修の中で、必要に

応じ、国家公務員の服務、倫理、セクハラの防止等が研修科目とされてい

る。 

（注）今回の調査においては、調査対象機関において行われている研修のうち、当該機

関の各部局の職員に共通して行われているものを調査対象としており、各部局等が

独自に行っているものは除いている。      

 

(ｲ)  内部監査の実施 

調査した全 16 府省の本府省等 33 機関中 12 機関は、監察等の内部監査制

度が整備されている。 

また、調査した全 16 府省の本府省等 33 機関においては、会計事務の適

正な執行を図るため、それぞれの組織令等により、会計監査を所管する部

課を定めている。各機関における会計監査の所管は、本府省は大臣官房会

計課や経理課等、外局は長官官房会計課や総務部経理課等となっている。

会計監査は、会計監査規則や実施要領、年度計画、監査マニュアル等に基

づき行われている。 

このほか、保有する個人情報の管理についての監査、情報セキュリティ

に係る監査が実施されている。 

(ｳ)  内部通報窓口等の整備 

各府省は、公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号）の施行に伴い、

内部の職員等からの法令違反等に関する通報を適切に処理するため、「国の

行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員等からの通報）」（平成 17 年

７月 19 日関係省庁申合せ。以下「ガイドライン」という。）を申し合わせ
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ている。 

当該申合せにおいては、内部職員等からの通報処理の仕組みの整備、総

合的な窓口の設置等について規定している。具体的には、①幹部を責任者

とし、部署間横断的に通報を処理する仕組みを整備すること、②通報処理

の仕組みについて、内部規程を作成すること、③内部通報窓口を、全部局

の総合調整を行う部局又はコンプライアンスを所掌する部局等に設置する

こと、④外部に弁護士等を配置した窓口（外部窓口（ヘルプライン））を設

けるよう努めること等を規定している。 
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表１－⑵－① 国家行政組織法における行政機関の長の権限についての規定 

○ 国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）＜抜粋＞ 

 

（行政機関の長の権限）  

第十条 各省大臣、各委員会の委員長及び各庁の長官は、その機関の事務を統括し、職員の服務につい

て、これを統督する。 
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表１－⑵－② 各府省における服務の所管部課（本府省及び外局） 

府省名 服務所管部課名 根拠規程及び条項 

内閣府 大臣官房人事課 内閣府本府組織令（平成 12 年政令第 245 号） 

第２条第７号及び第 13 条第１号 

宮内庁 長官官房秘書課 宮内庁組織令（昭和 27 年政令第 377 号） 

第７条第２号及び第 11 条第９号 

公正取引委員会 事務総局官房人事課 公正取引委員会事務総局組織令（昭和 27 年政令第 373 号） 

第２条第 13 号及び第９条第２号 

国家公安委員会（警察

庁） 

長官官房人事課 警察庁組織令（昭和 29 年政令第 180 号） 

第９条第１号 

金融庁 総務企画局総務課 金融庁組織令（平成 10 年政令第 392 号） 

第２条第２号及び第８条第２号 

総務省 大臣官房秘書課 総務省組織令（平成 12 年政令第 246 号） 

第３条第２号及び第 21 条第２号 

公害等調整委員会 事務局総務課 公害等調整委員会事務局組織令（昭和 47 年政令第 236 号） 

第３条第９号 

消防庁 総務課 総務省組織令 

第 146 条第２号 

法務省 大臣官房人事課 法務省組織令（平成 12 年政令第 248 号） 

第３条第 11 号及び第 15 条第２号 

公安審査委員会 － － 

公安調査庁 総務部（人事課） 法務省組織令第 78 条第 12 号 

外務省 大臣官房人事課 外務省組織令（平成 12 年政令第 249 号） 

第３条第９号及び第 20 条第１号 

財務省 大臣官房秘書課 財務省組織令（平成 12 年政令第 250 号） 

第３条第３号及び第 14 条第３号 

国税庁 長官官房（人事課） 財務省組織令第 89 条第 10 号 

文部科学省 大臣官房人事課 文部科学省組織令（平成 12 年政令第 251 号） 

第３条第１号及び第 17 条第１号 

文化庁 長官官房政策課 文部科学省組織令第 100 条第１号 

厚生労働省 大臣官房人事課 厚生労働省組織令（平成 12 年政令第 252 号） 

第３条第２号及び第 21 条第２号 

社会保険庁 総務部職員課 厚生労働省組織令第 159 条第２号 

中央労働委員会 事務局総務課 厚生労働省組織令第 168 条第２号 

農林水産省 大臣官房秘書課 農林水産省組織令（平成 12 年政令第 253 号） 

第３条第７号及び第 16 条第３号 

林野庁 林政部林政課 農林水産省組織令第 97 条第６号及び第 101 条第６号 

水産庁 漁政部漁政課 農林水産省組織令第 123 条第６号及び第 130 条第６号 

経済産業省 大臣官房秘書課 経済産業省組織令（平成 12 年政令第 254 号） 

第３条第２号及び第 15 条第２号 

資源エネルギー庁 長官官房総合政策課 経済産業省組織令第 106 条第２号及び第 111 条第２号 

特許庁 総務部（秘書課） 経済産業省組織令第 136 条第２号 

中小企業庁 長官官房（参事官） 経済産業省組織令第 148 条第２号 

国土交通省 大臣官房人事課 国土交通省組織令（平成 12 年政令第 255 号） 

第３条第２号及び第 24 条第２号 

船員労働委員会 総務管理官 平成20年10月１日より中央労働委員会及び都道府県労働委員

会に事務を移管 

気象庁 総務部（人事課） 国土交通省組織令第 227 条第８号 

海上保安庁 総務部（人事課） 国土交通省組織令第 247 条第４号 

海難審判庁 高等海難審判庁総務課 平成20年10月１日より海難審判所及び運輸安全委員会に事務

を移管 

環境省 大臣官房秘書課 環境省組織令（平成 12 年政令第 256 号） 

第３条第２号及び第 12 条第２号 

防衛省 大臣官房秘書課 

 

人事教育局服務管理官 

防衛省組織令（昭和 29 年政令第 178 号） 

第５条第４号及び第 12 条第４号 

同第８条第１号及び第 29 条の２第１号 

（注）当省の調査結果による。 
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表１－⑵－③ 国家公務員倫理法等における体制の整備に係る規定 

○ 国家公務員倫理法（平成 11 年法律第 129 号）＜抜粋＞ 

 

第三十九条 職員の職務に係る倫理の保持を図るため、法律の規定に基づき内閣に置かれる各機関、

内閣の統轄の下に行政事務をつかさどる機関として置かれる各機関及び内閣の所轄の下に置かれ

る機関並びに会計検査院並びに各特定独立行政法人（以下「行政機関等」という。）に、それぞれ

倫理監督官一人を置く。 

２ 倫理監督官は、その属する行政機関等の職員に対しその職務に係る倫理の保持に関し必要な指導

及び助言を行うとともに、審査会の指示に従い、当該行政機関等の職員の職務に係る倫理の保持の

ための体制の整備を行う。 

 

 

○ 国家公務員倫理規程（平成 12 年政令第 101 号）＜抜粋＞ 

 

（各省各庁の長等の責務） 

第十四条 各省各庁の長等は、法又はこの政令に定める事項の実施に関し、次に掲げる責務を有する。

一 法第五条第三項又は第四項の規定に基づき、必要に応じて、訓令又は規則を制定すること。 

二 贈与等報告書、法第七条第一項に規定する株取引等報告書及び法第八条第三項に規定する所得

等報告書等の受理、審査及び保存、報告書等の写しの国家公務員倫理審査会への送付並びに贈与

等報告書の閲覧のための体制の整備その他の当該各省各庁又は特定独立行政法人に属する職員

の職務に係る倫理の保持のための体制の整備を行うこと。 

三～五（略） 

（倫理監督官の責務等） 

第十五条 倫理監督官は、法又はこの政令に定める事項の実施に関し、次に掲げる責務を有する。 

一・二（略） 

三 その属する各省各庁の長等を助け、その属する行政機関等の職員の職務に係る倫理の保持のた

めの体制の整備を行うこと。 

四（略） 

２（略） 

 

（注）下線は当省が付した。 
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表１－⑵－④ 各府省における倫理保持のための体制 

府省名 倫理所管部課名 関係規程 倫理保持のための主な体制 

内閣府 

 

大臣官房人事課 「国家公務員倫理法に基づく倫理の

保持のための体制の整備等について」

（平成13年１月６日倫理監督官決定）

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：大臣官房長 

・倫理管理官：各局長、大臣官房各課室長、各局総務課長等

・大臣官房人事課職員係 

・各部局庶務担当者 

宮内庁 

 

長官官房秘書課 ①「倫理監督官の職務の一部委任につ

いて」（平成 12 年３月 31 日宮内秘

発甲第 159 号通知） 

②「宮内庁特別職職員倫理規程」（平

成 12 年３月 31 日宮内庁訓令第３号）

③「特別職倫理監督官の職務の一部委

任について」（平成 12 年４月１日宮

内秘発甲第 163 号通知） 

・倫理監督官：宮内庁次長 

・審議官 

・長官官房秘書課長、侍従職事務主管、東宮職事務主管等 

公正取引委

員会 

 

事務総局官房人

事課 

「公正取引委員会事務総局職員倫理

法実施要領」（平成 12 年４月１日倫理

監督官決定） 

・倫理監督官：事務総長 

・服務管理官：総括審議官、各部局長、官房総務課長、各局

筆頭課長等、官房人事課長 

・補助者：各局筆頭課課長補佐（総括担当）等 

国家公安委

員会（警察

庁） 

 

長官官房人事課 「倫理監督官の職務の委任、利害関係

者と共に飲食をする場合に届け出る

べき事項及び報酬の上限基準の設定

について」（平成 17 年４月１日警察庁

乙官発第３号） 

・倫理監督官：警察庁次長 

・倫理指導官：【警察庁職員】長官官房長、首席監察官、警察

大学校長等 

【地方警務官】警視総監、道府県警察本部長 

金融庁 

 

総務企画局総務

課 

「倫理監督官の補佐体制の整備につ

いて」（平成 17 年４月１日倫理監督官

決定） 

・倫理監督官：金融庁長官 

・総括服務管理官：総務企画局長 

・服務管理官：総務企画局総務課長及び企画課長、各局総務

課長等 

総務省 

 

大臣官房秘書課 「総務省職員の服務及び倫理の保持

に関する事務処理要領について」（平

成 13 年１月６日総官秘第１－２号）

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：大臣官房長 

・倫理管理官：各局長、大臣官房各課室長等 

・副倫理管理官：大臣官房各課室長が指定する参事官・企画

官、各局筆頭課長等 

・大臣官房秘書課 

公害等調整

委員会 

 

事務局総務課 「公害等調整委員会事務局職員の国

家公務員倫理法及び国家公務員倫理

規程の運用に関する規程」（平成 12 年

３月 21 日公害等調整委員会訓令第１

号） 

・倫理監督官：事務局長 

消防庁 

 

総務課 「消防庁職員の服務及び倫理の保持

に関する事務処理要領」（平成 13 年４

月１日倫理監督官決定） 

・倫理監督官：消防庁長官 

・倫理管理官：次長、総務課長、消防大学校長 

・総務課 

法務省 

 

大臣官房人事課 ①「職員の職務に係る倫理の保持につ

いて」（平成 12 年３月 28 日法務省

人服第 743 号） 

②「贈与等の報告及び公開に係る権限

の委任等に関する訓令」（平成 12 年

３月 28 日法務省人服訓第 742 号）

③「国家公務員倫理法及び国家公務員

倫理規程等に関して留意すべき事

項について」（平成 17 年６月 27 日

人事課長事務連絡） 

・倫理監督官：事務次官 

・受任者：本省各局部長、訟務総括審議官、大臣官房各課長

等、検事総長、検事長、検事正、法務局長等、矯正管区長

等、地方更生保護委員会委員長等、地方入国管理局長等 

公安審査委

員会 

事務局 （なし） ・倫理監督官：事務局長 

公安調査庁 

 

総務部人事課 「職員の職務に係る倫理の保持につ

いて」 

・倫理監督官：公安調査庁長官 

・受任者：内部部局各部長等 

外務省 

 

大臣官房人事課 ①「倫理行動基準～遵守のためのガイ

ドライン～」 

・倫理監督官：事務次官 

・総括服務管理官：大臣官房長 
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府省名 倫理所管部課名 関係規程 倫理保持のための主な体制 

②「国家公務員倫理規程を特命全権大

使等に準用する訓令」（平成 12 年外務

省訓令３号） 

・服務管理官：大臣官房人事課長、各局官房参事官・審議官

等 

・大臣官房人事課 

財務省 

 

大臣官房秘書課 「職員の職務に係る倫理の保持のた

めの体制整備について」（平成 17 年３

月 31 日（財）秘第 1547 号） 

・倫理監督官：事務次官 

・倫理管理官：大臣官房長、本省各局長、大臣官房各課長、

各局総務課長等 

・倫理管理官補佐：大臣官房秘書課長が指定する職員（大臣

官房各課・各局の企画官、人事担当補佐等） 

・大臣官房秘書課 

国税庁 

 

長官官房人事課 ①「国家公務員倫理法及び同倫理規程

の取扱いについて」（平成 12 年３月

27 日官人４－16） 

②「倫理監督官の責務等に関する取扱

いについて」（平成 12 年３月 27 日

倫理監督官決定） 

・倫理監督官：国税庁長官 

・倫理監督官代理：次長、各国税局長等 

・倫理監理官：官房人事課長、各国税局総務部長等 

・倫理監理官補助者： 官房人事課総括補佐、国税局人事第二

課長等 

・派遣倫理監理官：各税務署長 

・派遣倫理監理官補助者：各税務署総務課長 

文部科学省 

 

大臣官房人事課 ①「文部科学省本省職員の職務に係る

倫理の保持について」（平成 13 年３

月 26 日 12 文科人第 242 号） 

②「文部科学省本省の職員に係る倫理

の保持のための体制整備について」

（平成 13 年倫理監督官決定） 

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：官房長、文教施設企画部長、各局長等及

び国際統括官 

・倫理管理官：大臣官房人事課長・総務課長等、文教施設企

画部施設企画課長、各局筆頭課長等 

・倫理管理官補佐：倫理管理官の属する部局の職員のうち倫

理管理官が指名する者等（各局筆頭課課長補佐等） 

文化庁 

 

長官官房政策課 「文化庁本庁職員の職務に係る倫理

の保持のための体制の整備について」

（平成12年４月１日倫理監督官裁定）

・倫理監督官：文化庁長官 

・総括倫理管理官：次長 

・倫理管理官：長官官房政策課長、芸術文化課長、伝統文化

課長等 

・倫理管理官補佐：倫理管理官が指名する者等（政策課課長

補佐、芸術文化課課長補佐、伝統文化課課長補佐等） 

厚生労働省 大臣官房人事課 「厚生労働省職員の職務に係る倫理

の保持のための体制の整備等」（平成

13 年１月 10 日厚生労働省人発第 81

号厚生労働事務次官通知） 

・倫理監督官：事務次官 

・倫理管理官：大臣官房長、本省各局部長、官房人事課長・

総務課長等、各局総務課長等 

社会保険庁 

 

総務部職員課 「国家公務員倫理法等の施行につい

て」（平成 12 年４月１日庁人発第 100

号社会保険庁長官通知） 

・倫理監督官：社会保険庁長官 

・倫理管理官：社会保険庁総務部長、社会保険庁総務部職員

課長等 

中央労働委

員会 

事務局総務課 「中央労働委員会事務局職員の職務

に係る倫理の保持のための体制整備

等について」（平成 17 年 12 月１日中

労委総発第 1201001 号） 

・倫理監督官：事務局長 

・倫理管理官：総務課長、地方事務所長 

農林水産省 

 

大臣官房秘書課 「職員の職務に係る倫理の保持につ

いて」（平成12年３月29日 12秘第105

号） 

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：内局の長等 

・倫理管理官：大臣官房各課長、各局筆頭課長等 

・倫理管理官補佐：大臣官房各課課長補佐、各局筆頭課課長

補佐等 

林野庁 

 

林政部林政課 「職員の職務に係る倫理の保持につ

いて」（平成 12 年３月 31 日 12 林野政

人第 52 号林野庁長官通達） 

・倫理監督官：林野庁長官 

・総括倫理管理官：林政部長、森林技術総合研修所長、森林

管理局長 

・倫理管理官：林政課長、森林技術総合研修所総務課長、森

林管理局総務部長 

・倫理管理官補佐：林政課課長補佐（人事管理班担当）、管理

課課長補佐（人事研修班担当）等 

水産庁 

 

漁政部漁政課 「職員の職務に係る倫理の保持につ

いて」（平成 12 年３月 30 日 12 水人第

559 号） 

・倫理監督官：水産庁長官 

・総括倫理管理官：漁政部長及び各漁業調整事務所長 

・倫理管理官：漁政課長及び各漁業調整事務所総務課長 

・倫理管理官補佐：漁政課課長補佐（管理班担当）等 

経済産業省 

 

大臣官房秘書課 「国家公務員倫理法の施行に伴う体

制の整備等に関する規程」（平成 14 年

・倫理監督官：事務次官 

・官房長、各局長、大臣官房各課長、各局政策調整官等 
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府省名 倫理所管部課名 関係規程 倫理保持のための主な体制 

10 月 15 日 14 秘服第 128 号） ・服務相談員：本省各局業務管理官等 

資源エネル

ギー庁 

 

長官官房総合政

策課 

 ・倫理監督官：資源エネルギー庁長官 

・各政策調整官、各部長、各業務管理官等 

・服務相談員：業務管理官等 

特許庁 

 

総務部秘書課  ・倫理監督官：特許庁長官 

・各政策調整官、各部長、各業務管理官等 

・服務相談員：秘書課課長補佐 

中小企業庁 

 

長官官房業務管

理官室 

 ・倫理監督官：中小企業庁長官 

・各政策調整官、各部長、各業務管理官等 

・服務相談員：業務管理官 

国土交通省 

 

大臣官房人事課 「国土交通省職員の職務に係る倫理

の保持のための体制の整備等につい

て」（平成13年１月６日国官総第３号）

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：官房長 

・倫理管理官：本省各局長、総括監察官、大臣官房人事課長

等 

・大臣官房人事課 

船員労働委

員会 

船員中央労働委

員会事務局調整

室 

船員労働委員会職員の職務に係る倫

理の保持のための体制の整備等につ

いて（平成12年３月28日船中労第116

号） 

・倫理監督官：船員中央労働委員会事務局長 

・総括倫理管理官：船員中央労働委員会事務局次長 

・倫理管理官：船員中央労働委員会事務局調整室長、船員地

方労働委員会事務局長 

・船員中央労働委員会事務局調整室 

気象庁 

 

総務部人事課 「気象庁職員の職務に係る倫理の保

持のための体制の整備等について」

（平成 12 年３月 28 日気人第 445 号）

・倫理監督官：気象庁長官 

・総括倫理管理官：本庁総務部長 

・倫理管理官：本庁各部長、本庁総務部総務課長等 

・総務部人事課 

海上保安庁 

 

総務部人事課  「海上保安庁職員の職務に係る倫理

の保持のための体制の整備等につい

て」（平成 12 年３月 28 日保総人第 230

号） 

・倫理監督官：海上保安庁長官 

・総括倫理管理官：本庁総務部長 

・倫理管理官：本庁各部長、本庁総務部各課長等 

・本庁総務部人事課 

海難審判庁 

 

高等海難審判庁

総務課 

「海難審判庁職員の職務に係る倫理

の保持のための体制の整備等につい

て」（平成 12 年３月 30 日高審総第 116

号） 

・倫理監督官：高等海難審判庁長官 

・総括倫理管理官：高等海難審判庁総務課長 

・倫理管理官：海難審判理事所管理課長、地方海難審判庁長

等 

・高等海難審判庁総務課 

環境省 

 

大臣官房秘書課 「国家公務員倫理法に基づく倫理の

保持のための体制の整備等について」

（平成13年１月６日倫理監督官決定）

・倫理監督官：事務次官 

・倫理管理者：大臣官房長、各局長、大臣官房秘書課長、各

局総括課長等 

・大臣官房秘書課職員係 

・各部局庶務担当者 

防衛省 

 

人事教育局服務

管理官 

①「自衛隊員倫理法及び自衛隊員倫

理規程に基づく、防衛省職員の服務

に係る倫理の保持に関する承認手

続、報告について」（平年 12 年 6 月

22 日防人１第 3856 号） 

②「自衛隊員倫理法第６条第１項、第

７条第１項及び第８条第１項に規

定する各種報告書の提出要領につ

いて」（平成 12 年 6 月 22 日防人１

第 3857 号） 

・倫理監督官：事務次官 

・総括倫理管理官：人事教育局長 

・倫理管理官：大臣官房長、防衛大学校長等 

・分任倫理管理官：秘書課長、統幕総務部長、統幕学校総務

課長等 

・人事教育局服務管理官 

（注）  当省の調査結果による。 
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表１－⑵－⑤ セクハラ防止規則等における相談員の配置に係る規定 

○ 人事院規則 10－10（セクシュアル・ハラスメントの防止等） 

（平成 10 年 11 月 13 日人事院規則 10－10）＜抜粋＞

 

（苦情相談への対応） 

第八条 各省各庁の長は、人事院の定めるところにより、セクシュアル・ハラスメントに関する苦情

の申出及び相談（以下「苦情相談」という。）が職員からなされた場合に対応するため、苦情相談

を受ける職員（以下「相談員」という。）を配置し、相談員が苦情相談を受ける日時及び場所を指

定する等必要な体制を整備しなければならない。この場合において、各省各庁の長は、苦情相談を

受ける体制を職員に対して明示するものとする。 

２ 相談員は、苦情相談に係る問題の事実関係の確認及び当該苦情相談に係る当事者に対する助言

等により、当該問題を迅速かつ適切に解決するよう努めるものとする。この場合において、相談

員は、人事院が苦情相談への対応について定める指針に十分留意しなければならない。 

３ 職員は、相談員に対して苦情相談を行うほか、人事院に対しても苦情相談を行うことができる。

この場合において、人事院は、苦情相談を行った職員等から事情の聴取を行う等の必要な調査を

行い、当該職員等に対して指導、助言及び必要なあっせん等を行うものとする。 

 

 

○ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

（昭和 47 年７月１日法律第 113 号）＜抜粋＞

 

第二節 事業主の講ずべき措置  

 

（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置）  

第十一条  事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により

当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境

が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整

備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。  

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な

実施を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合におい

て、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替え

るものとする。 
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表１－⑵－⑥ 各府省におけるセクハラ防止等のための体制 

（単位：人） 

府省名 セクハラ所管部課名 関係規程 相談員数

内閣府 大臣官房人事課 ・内閣府本府におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成

13 年 1 月 6付け内閣府訓令第 29 号） 

32

宮内庁 長官官房秘書課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する内規（平成 11 年 3月 30 日付け

長官決裁） 

4

公正取引委員会 官房人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成 11 年 4 月 1 日付け

委員長通達第１号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する苦情相談運営要領（平成 11 年 4 月 1 日

付け事務総長通達第 1号） 

・カウンセリング制度について（平成 6 年 3 月 18 日付け事務局長

通達第 3号）※ 

11

国家公安委員会

（警察庁） 

長官官房人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止対策要綱（平成 11 年 2月 16 日付け警察庁丙

人発第 23 号） 

10

金融庁 総務企画局総務課 ・金融庁におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等の措置に関する規程（平

成 13 年 1月 6 付け金融庁訓令第 20 号） 

・金融庁ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ調査委員会の設置に関する訓令（平成 19

年 4月 27 日付け金融庁訓令第 15 号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等の措置に関する規程の実施細則について

（平成 13 年 1 月 6日付け(金)総第 12 号） 

11

総務省 大臣官房秘書課 ・総務省におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令（平成 13

年 1月 6日付け総務省訓令第 31 号） 

38

公害等調整委員会 事務局総務課 ・公害等調整委員会におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程

（平成 19 年 6 月 21 日付け公害等調整委員会訓令第２号） 

3

消防庁 総務課 ・消防庁における人事院規則 10－10（ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等）

の取扱いについて（平成 11 年 5月 6日付け消防総第 272 号） 

6

法務省 大臣官房人事課 ・法務省におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等について（依命通達）（平

成 11 年 3月 26 日付け法務省人服第 740 号） 

35

公安審査委員会 事務局 2

公安調査庁 総務部人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令（平成 11 年 4 月 1 日付け

公安調査庁訓第１号） 

・苦情相談室設置要領について（依命通達）(平成 13 年 2 月 28 日

付け公調人発第 166 号) 

3

外務省 大臣官房人事課 ・外務省におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規則（平成 11

年 3月 31 日付け外務省訓令第 8号） 

4

財務省 大臣官房秘書課 ・財務省(国税庁を除く。) におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等の措

置に関する規程（平成 11 年 3月 18 日付け大蔵省訓令特第 6号）

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等の措置に関する規程の実施細則について

（平成 11 年 3 月 18 日付け（蔵）秘第 892 号) 

22

国税庁 長官官房人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令（訓令特）（平成 11 年 2

月 16 日付け国税庁訓令特第 1号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する苦情相談規程（訓令別紙） 

3

文部科学省 大臣官房人事課 ・文部科学省におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成

13 年 1 月 6日付け文部科学省訓令第 13 号） 

・文部科学省本省内部部局におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する苦情相

談実施要項（平成 13 年 2月 28 日付け人事課長決裁） 

51

文化庁 長官官房政策課 ・文化庁におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成 11

年 3月 30 日付け文化庁訓令第 1号） 

7

厚生労働省 大臣官房人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成 13 年 1 月 6 日付け

厚生労働省訓第 14 号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程の運用について（通知）（平

成 13 年 6月 29 日付け厚生労働省大臣官房人事課長通知） 

79

中央労働委員会 総務課 5

社会保険庁 総務部職員課 5
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府省名 セクハラ所管部課名 関係規程 相談員数

農林水産省 大臣官房秘書課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する措置について（平成 11 年 3 月

16 日付け秘第 101 号）（林野庁現業を除く。） 

75

林野庁 林政部林政課 6

水産庁 漁政部漁政課 ・職員の苦情相談窓口及び相談員の設置について（平成 11 年 3 月

16 日付け秘第 100 号） 

7

経済産業省 大臣官房秘書課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成 13 年 1月 6日付け

13 秘服第 5号） 

33

資源エネルギー庁 官房総合政策課 3

特許庁 総務部秘書課 11

中小企業庁 長官官房業務管理官室 2

国土交通省 大臣官房人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令（平成 19 年 6月 12 日付け

国土交通省訓令第 51 号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令の運用について（平成 19

年 6月 12 日付け国官人第 480 号） 

26

船員労働委員会 船員中央労働委員会事

務局 

・ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄﾉ防止等に関する訓令（平成 19 年 7 月 1日付け船

員中央労働委員会訓令第 1 号） 

１

気象庁 総務部人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する措置について（依命通達）（平

成 11 年 3月 16 日付け気人第 406 号。気象庁総務部長通達） 

・職員からの苦情相談に係る職員苦情相談員の配置等について（平

成 11 年 3月 16 日付け気人第 405 号。気象庁総務部長通達） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等について（通知）（平成 16 年 8月 24 日

付け気人第 592 号。気象庁総務部長通知） 

13

海上保安庁 総務部人事課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する措置について（通達）（平成 13

年 3月 28 日付け保総秘第 151 号。海上保安庁総務部長通達） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する措置について（通達）の運用要

領について（平成 13 年 3月 28 日付け保総秘第 152 号。海上保安

庁総務部秘書課長通知） 

・海上保安庁における職員相談の実施に関する訓令（昭和 42 年 11

月 21 日付け海上保安庁訓令第 25 号） 

・職員相談業務の実施について（平成 14 年 3月 13 日付け保総秘第

454 号海上保安庁総務部長） 

・職員相談業務の実施要領について（平成 14 年 3 月 13 日付け保総

秘第 455 号） 

16

海難審判庁 総務課 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する措置について（平成 11 年 3 月

25 日付け高審総第 130 号。高等海難審判庁総務課長通達） 

・職員からの苦情相談に係る職員苦情相談員の配置等について（平

成 11 年 3月 25 日付け高審総第 126 号） 

・「職員からの苦情相談に係る職員苦情相談員の配置等について」

の運用について（平成 11 年 3月 25 日付け高審総第 129 号） 

1

環境省 大臣官房秘書課 ・環境省職員のｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する規程（平成 13 年

1月 6日付け環境省訓令第 13 号） 

12

防衛省 人事教育局服務管理官 ・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令（平成 11 年 3月 31 日付け

防衛庁訓令第 29 号） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する訓令の運用について（通達）（平

成 11 年４月 19 日付け防人１第 1889 号。事務次官通達） 

・ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関する注意事項について（通達）（平

成 11 年 4月 19 日付け防人１第 2253 号。事務次官通達） 

5

（注） １ 当省の調査結果による。 

２ 相談員数は、調査日時点における本府省内部部局又は外局内部部局の数を記載。 

３ 林野庁（現業）については、国有林野部管理課がセクハラ所管部課となっており、相談員を９人配置している。な

お、当該機関において、農林水産本省の規程の適用は受けず、「国有林野事業におけるｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等に関す

る措置について（通知）」（平成 11 年 3月 29 日付け 11 林野管人第 26 号）を規程として定めている。 
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表１－⑵－⑦ 安全確保指針における個人情報の保護に係る管理体制の整備についての規定 

○ 「行政機関の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針について（通知）」 

（平成 16 年９月 14 日付け総管情第 84 号各府省等官房長等あて総務省行政管理局長）＜抜粋＞

   

別紙の指針は、以上を踏まえ、行政機関の保有する個人情報の適切な管理のために講ずべき措

置として最小限のものを示すものである。各行政機関においては、規程の整備等の必要な措置を

講ずる際の参考とされたい。 

 

(別紙) 行政機関の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針 

第１ （略） 

第２ 管理体制 

（総括保護管理者） 

１ 各行政機関に、総括保護管理者を一人置くこととし、官房長等をもって充てる。 

   総括保護管理者は、行政機関の長を補佐し、各行政機関における保有個人情報の管理に関す

る事務を総括する任に当たる。 

（保護管理者） 

２ 保有個人情報を取り扱う各課室等に、保護管理者を一人置くこととし、当該課室等の長又

はこれに代わる者をもって充てる。 

   保護管理者は、各課室等における保有個人情報を適切に管理する任に当たる。 

（保護担当者） 

３ 保有個人情報を取り扱う各課室等に、当該課室等の保護管理者が指定する保護担当者を一

人又は複数人置く。 

    保護担当者は、保護管理者を補佐し、各課室等における保有個人情報の管理に関する事務

を担当する。 

（監査責任者） 

４ 各行政機関に、監査責任者を一人置くこととし、内部監査等を担当する部局の長等をもっ

て充てる。 

監査責任者は、保有個人情報の管理の状況について監査する任に当たる。 

（保有個人情報の適切な管理のための委員会） 

５ 総括保護管理者は、保有個人情報の管理に係る重要事項の決定、連絡・調整等を行うため

必要があると認めるときは、関係職員を構成員とする委員会を設け、定期に又は随時に開催

する。  

第３ 教育研修 

１ 総括保護管理者は、保有個人情報の取扱いに従事する職員に対し、保有個人情報の取扱い

について理解を深め、個人情報の保護に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教

育研修を行う。 

２ 総括保護管理者は、保有個人情報を取り扱う情報システムの管理に関する事務に従事する

職員に対し、保有個人情報の適切な管理のために、情報システムの管理、運用及びセキュリ

ティ対策に関して必要な教育研修を行う。 

３ 保護管理者は、当該課室等の職員に対し、保有個人情報の適切な管理のために、総括保護

管理者の実施する教育研修への参加の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。 

第４～10 （略）  
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表１－⑵－⑧ 統一基準（第４版）における情報セキュリティ対策の体制の整備に係る規定 

○ 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準（第４版）」＜抜粋＞ 
 
第 1.2 部 組織と体制の整備 
1.2.1 導入 
1.2.1.1 組織・体制の整備 
遵守事項 
(1) 最高情報セキュリティ責任者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 最高情報セキュリティ責任者を１人置くこと。 
(b) 最高情報セキュリティ責任者は、府省庁における情報セキュリティ対策に関する事務を統括する
こと。 

(2) 情報セキュリティ委員会の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ委員会を設置し、委員長及び委員を置くこと。
(b) 情報セキュリティ委員会は、情報セキュリティに関する省庁対策基準を策定し、最高情報セキュ
リティ責任者の承認を得ること。ただし、あらかじめ最高情報セキュリティ責任者が認めた場合は、
一部の技術的な事項について、指定した者に委任することができる。 

(3) 情報セキュリティ監査責任者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ監査責任者を１人置くこと。 
(b) 情報セキュリティ監査責任者は、最高情報セキュリティ責任者の指示に基づき、 
監査に関する事務を統括すること。 
(4) 情報セキュリティ責任者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ対策の運用に係る管理を行う単位を定め、そ
の単位ごとに情報セキュリティ責任者を置くこと。そのうち、情報セキュリティ責任者を統括する
者として統括情報セキュリティ責任者を１人置くこと。 

(b) 情報セキュリティ責任者は、所管する単位における情報セキュリティ対策に関する事務を統括す
ること。 

(c) 統括情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ対策における雇用の開始、終了及び人事異動
等に関する管理の規定を整備すること。 

(d) 情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ対策における雇用の開始、終了及び人事異動等に
関する管理の規定に従った運用がなされていることを定期的に確認すること。 

(e) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ責任者を置いた時及び変更した時は、統括情
報セキュリティ責任者にその旨を連絡すること。 

(f) 統括情報セキュリティ責任者は、すべての情報セキュリティ責任者に対する連絡網を整備するこ
と。 

(5) 情報システムセキュリティ責任者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 情報セキュリティ責任者は、所管する単位における情報システムごとに情報システムセキュリテ
ィ責任者を、当該情報システムの計画段階までに置くこと。 

(b) 情報システムセキュリティ責任者は、所管する情報システムに対する情報セキュリティ対策に関
する事務を統括すること。 

(c) 情報セキュリティ責任者は、情報システムセキュリティ責任者を置いた時及び変更した時は、統
括情報セキュリティ責任者にその旨を報告すること。 

(d) 統括情報セキュリティ責任者は、すべての情報システムセキュリティ責任者に対する連絡網を整
備すること。 

(6) 情報システムセキュリティ管理者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 情報システムセキュリティ責任者は、所管する情報システムの管理業務において必要な単位ごと
に情報システムセキュリティ管理者を置くこと。 

(b) 情報システムセキュリティ管理者は、所管する管理業務における情報セキュリティ対策を実施す
ること。 

(c) 情報システムセキュリティ責任者は、情報システムセキュリティ管理者を置いた時及び変更した
時は、統括情報セキュリティ責任者にその旨を報告すること。 

(d) 統括情報セキュリティ責任者は、すべての情報システムセキュリティ管理者に対する連絡網を整
備すること。 
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(7) 課室情報セキュリティ責任者の設置 
【基本遵守事項】 
(a) 情報セキュリティ責任者は、各課室に課室情報セキュリティ責任者を 1 人置くこと。 
(b) 課室情報セキュリティ責任者は、課室における情報セキュリティ対策に関する事務を統括するこ
と。 

(c) 情報セキュリティ責任者は、課室情報セキュリティ責任者を置いた時及び変更した時は、統括情
報セキュリティ責任者にその旨を報告すること。 

(d) 統括情報セキュリティ責任者は、すべての課室情報セキュリティ責任者に対する連絡網を整備す
ること。 

 (8) 最高情報セキュリティアドバイザーの設置 
【基本遵守事項】 
(a) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティに関する専門的な知識及び経験を有した専門
家を最高情報セキュリティアドバイザーとして置くこと。 

(b) 最高情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ対策等の実施において最高情報セキュリティ
アドバイザーが行う業務の内容について定めること。 
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表１－⑵－⑨ 法令等遵守のための専門の組織の設置状況 

府省名 名称（根拠） 設置の趣旨・目的 任務等 組織、構成員等 

内閣府 【法令遵守対応室】 

「法令遵守対応室の設置

等に関する訓令」（平成

16 年内閣府訓令第２号） 

－ ① 内閣府本府職員の行政上の行為の適法性に関す

る情報の受付に関すること。 

② 情報に関する事実関係の調査に関すること。 

③ 職員の法令遵守について必要な措置を検討する

こと。 

・室長： 非常勤とし、関係のある他の職を占める

者のうち弁護士の資格を有する者 

・次長及び室員： 関係のある他の職を占める者 

・法令顧問： 非常勤とし、職員以外の者のうち弁

護士の資格を有する者 

・法令参与： 内閣府本府に勤務する任期付職員の

うち弁護士の資格を有する者 

金融庁 【法令等遵守調査室】 

「金融庁法令等遵守調査

室の設置に関する訓令」

（平成 18 年金融庁訓令

第９号） 

金融庁の法令等遵

守（コンプライアン

ス）に万全を期す。 

法令等遵守調査室は、金融庁の法令等遵守に関し

疑義が生じたときに、法律の専門家による独立した

調査を行い、その結果を金融担当大臣及び長官に報

告するとともに、必要に応じ、再発防止策の勧告及

び金融庁の法令等遵守態勢の強化に向けた提言を行

う。 

・ 室長並びに顧問及び室員は、関係のある他の職

を占める者 

（Ｈ19.12.28 現在のメンバー） 

室長：野村 修也（総務企画局参事・中央大学法科

大学院教授・弁護士） 

室員：雲野 晴久 （検査局総務課・検事） 

大越 有人 （検査局総務課） 

城處 琢也 （審判官・弁護士） 

嶋田 幸司 （監督局総務課・弁護士） 

丹下 将克 （総務企画局企画課・検事） 

矢向 孝子 （総務企画局企画課・弁護士） 

顧問：久保利 英明 （総務企画局参事・弁護士） 

 【法令等遵守委員会】 

「金融庁法令等遵守委員

会の設置に関する訓令」

（平成 18 年金融庁訓令

第 10 号） 

金融庁の法令等遵

守態勢の一層の強化

を図る。 

委員会は、金融庁の法令等遵守に関する以下の事

項について、総合調整及び決定を行う。 

① 金融庁全体の法令等遵守体制の構築・整備 

② 法令等遵守調査室からの勧告及び提言への対応

（フォローアップを含む） 

③ その他金融庁の法令等遵守体制の強化に必要な

事項 

・委員長： 金融庁長官 

・委 員： 総務企画局長、検査局長、監督局長、

総括審議官、法令等遵守室長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）、証

券取引等監視委員会事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）、公

認会計士・監査審査会事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

【幹事会】 

委員会の所掌事項に関する情報交換、調査、企画

及び立案を行う。 

・幹事長： 総括審議官 

・幹 事： 総務企画局総務課長、総務企画局政策

課長、総務企画局企画課長、検査局総務課長、

監督局総務課長、証券取引等監視委員会事務

局総務検査課長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）、公認会計士・

監査審査会事務局総務試験室長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 
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府省名 名称（根拠） 設置の趣旨・目的 任務等 組織、構成員等 

総務省 【法令等遵守調査室】 

「法令等遵守調査室設置

規程」（平成 18 年総務省

訓令第 24 号） 

－ ① 総務省職員の職務の遂行に当たっての適法性等

に関する情報の受付に関すること。 

② 情報に関する事実関係の調査に関すること。 

③ 職員の職務の遂行に当たっての法令等遵守につ

いて必要な措置を検討すること。 

④ 前３号の事務に附帯する事務 

・室長： 非常勤とし、関係のある他の職を占める

者（総務省顧問野村修也中央大学法科大学院教

授・弁護士） 

・次長及び室員： 関係のある他の職を占める者 

・法令顧問： 非常勤とし、職員以外の者のうち弁

護士の資格を有する者（中村直人弁護士） 

厚生労働省 【地方支分部局法令遵守

室】 

「厚生労働省の内部組織

に関する訓令の一部を改

正する訓令」（平成 18 年

厚生労働省訓令第 32 号） 

地方支分部局におけ

る法令遵守の確立に

向けて本省・地方一体

となった取組を推進

する。 

① 不正経理防止対策の実施状況等の点検及び会計

事務に関する総合的な指導 

② 法令違反に関する通報の受理 

③ 法令遵守に関する研修の検証及び指導 

 

大臣官房地方課に地方支分部局法令遵守室を設置 

 【地方支分部局法令遵守

委員会】 

「地方支分部局法令遵守

委員会設置規程」（平成

18年 12月 19日付け厚生

労働大臣伺い定め） 

厚生労働省の地方

支分部局における法

令の遵守を徹底する。

法令遵守室が行う不正経理防止対策の実施状況等

の点検等について検証し、必要な意見を提出するこ

と。 

・委員長： 大臣官房長 

・委 員： 総括審議官、大臣官房人事課長、大臣

官房会計課長（委員を追加することができる。） 

・専門委員： 学識経験のある者のうちから、厚生

労働大臣が委嘱 

社会保険庁 【社会保険庁法令遵守委

員会】 

「社会保険庁法令遵守委

員会設置規程」（平成 16

年社会保険庁訓第 15 号） 

社会保険庁職員の

職務上の行為に関す

る法令遵守に係る問

題について、早期発見

及び早期対処すると

ともに、職員の法令遵

守の意識向上のため

の活動を推進する。 

１ 社会保険庁職員の職務上の法令違反又はその疑

いのある事実について、社会保険庁の職員又は職

員以外の者からの通報を受け、又はサービス推進

課から地方社会保険事務局、地方社会保険事務局

社会保険事務室若しくは社会保険事務所における

事件、事故若しくは事務処理誤りであって、職務

上の法令違反又は疑いのあるものの報告を受け、

必要な調査を行うとともに、調査結果に基づく措

置について協議する。 

２ 法令遵守推進者から活動の報告を受け、職員の

法令遵守の意識向上のための活動を推進する。 

・委員長： 総務部長 

・委 員： 運営部長、統括管理官、総務課長、職

員課長、経理課長、サービス推進課長 

・事務局員： 委員会が定める職員 

 【法令遵守推進者】 

「社会保険庁法令遵守委

員会設置規程」（平成 16

年社会保険庁訓第 15 号） 

法令遵守のための

研修の実施等、継続的

かつ自主的な取組み

を推進する。 

法令遵守委員会の下に置く。 ・法令遵守推進者： 本庁内部部局各課長、社会保

険大学校副校長、社会保険業務センター総務部

長、地方社会保険事務局長、社会保険事務所長 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 下線は当省が付した。 
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表１－⑵－⑩ 服務・倫理の保持に係る委員会等の設置状況 

府省名 名称（根拠） 設置の趣旨・目的 任務等 組織、構成員等 

公正取引委員会 【綱紀点検調査委員会】 

「公正取引委員会事務総局綱

紀点検調査委員会設置要綱」

（平成 11 年４月１日） 

公正取引委員会事務総局における

綱紀の保持を図る。 

次の事項について綱紀の保持の状況を点検する。

① 予算執行事務、許認可事務等に関する監査・交

差等の状況 

② 予算執行事務、許認可事務等に携わる職員の在

任期間等の状況 

③ 関係業者等に係る会食、遊技、贈答品の受領、

講演・寄稿等に伴う報酬の受領、物品等の貸与、

未公開株式の譲受けの自粛指導等の状況 

④ その他綱紀の粛正に監視点検調査が必要と認

められる事項 

・委員長： 総括審議官 

・委 員： 官房総務課長、官

房人事課長、官房国際課長、

経済取引局総務課長、経済

取引局取引部取引企画課

長、審査局管理企画課長 

総務省 【倫理保持委員会】 

「総務省職員の服務及び倫理

の保持に関する事務処理要領

について」（平成 13 年１月６日

付け総官秘第１－２号倫理監

督官通達） 

― 職員の服務規律の遵守及び職務に係る倫理の保

持に関する重要事項を調査審議する。 

構成員は、倫理監督官、総括

倫理管理官及び関係する部局の

倫理管理官 

財務省 【紀律保持委員会】 

「紀律保持委員会の設置に関

する訓令」（平成７年大蔵省訓

令特第４号） 

財務省の職員が一丸となって、規

律保持の徹底に努め、もって財務省

職員に対する国民の信頼の確保に資

する。 

・ 審査部会は、委員会に関する基本方針及び極め

て重要な案件についての決定を行う。 

・ 綱紀部会は、職員に対して、国家公務員倫理法

の周知徹底を図り、紀律保持についての状況を把

握するとともに、問題点、改善すべき点等につい

ての検討を行い、その結果、改善意見等をとりま

とめる。綱紀部会の各委員は、その部局に所属す

る職員の規律保持状況を監視する。 

・委員長： 大臣官房長 

・審査部会委員： 本省内部部

局の局長 

・綱紀部会委員： 大臣官房各

課長及び各局

総務課長 

・オブザーバー： 国税庁長官

官房人事課長 

国税庁 【国税庁非行審議会】 

「国税庁非行審議会規程」（昭

和 28 年国税庁訓令特第 12 号）

― 国税庁職員の非行及び監督責任に関し、適正かつ

公平な処分の審議を行う。 

・委員長： 国税庁次長 

・委 員： 国税庁各部長、長

官官房総務課長、長官官房

人事課長、長官官房会計課

長、長官官房首席国税庁監

察官、長官官房監督評価官

室長、その他委員長が特に

委嘱した者 
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府省名 名称（根拠） 設置の趣旨・目的 任務等 組織、構成員等 

文部科学省 【服務規律委員会】 

「服務規律保持委員会設置要

項」（平成 13 年 1月６日付け文

部科学大臣決定） 

文部科学省本省内部部局及び文化

庁内部部局の職員の服務（職務に関

する倫理の保持に関するものを含

む。以下同じ。）に関し、必要な調査、

指導等を行うとともに、職員の分限

及び懲戒に関する審査を行い、もっ

て、服務に関する国家公務員法等の

規定の精神に従った服務規律の厳正

な確保及びモラルの向上並びに分限

及び懲戒の適性を図る。 

１ 服務に関する調査、指導、助言 

① 職員の服務規律の遵守状況の調査及び指導 

② 服務規律違反に該当するおそれがある事案

についての調査及び指導 

③ 職務の服務に関する相談への指導助言 

④ 職員のモラルの向上のための方策の策定 

⑤ その他必要な事項 

２ 分限又は懲戒の処分を行うべき事例審査 

・主宰： 文部科学事務次官 

・委員： 文部科学審議官、大

臣官房長、文化庁長官、大

臣官房人事課長、大臣官房

総務課長、文化庁長官官房

政策課長 

農林水産省 【職員倫理啓発対策室】 

（平成12年１月14日庶務課長

会議承認） 

 農林水産省職員が利害関係者等と

の接触等に関し遵守すべき事項をよ

り明確化し、職務執行の公平さに対

する国民の疑義や不信を招くような

行為の防止を図る。 

① 倫理指導官会議の開催（月１回の定例会議） 

② 各所属部署における倫理管理に係る情報収集 

③ 各所属部署における倫理管理に係る意見交換

及び検討 

④ 倫理監督官、総括倫理管理官及び倫理管理官へ

の連絡・報告 

⑤ 倫理研修の実施及び強化対策 

⑥ その他 

・首席倫理指導官： 大臣官房

秘書課人事調査官 

・倫理指導官： 大臣官房秘書

課課長補佐、大臣官房地方

課課長補佐、大臣官房統計

情報部管理課課長補佐、総

合食料局総務課課長補佐、

消費・安全局総務課課長補

佐、生産局総務課課長補佐、

経営局総務課課長補佐、農

村振興局総務課課長補佐、

農林水産技術会議事務局総

務課課長補佐、林野庁林政

部林政課課長補佐、水産庁

漁政部漁政課課長補佐 

経済産業省 【監察本部】 

「監察本部の設置について」

（平成17年８月29日付け平成

17・08・29 秘第１号経済産業大

臣） 

経済産業省職員の服務の規律及び

業務執行の適正化 

１ 綱紀粛正に関する措置の実施について調査審

議すること。 

２ 職員の服務義務違反に関する事案の状況につ

いて調査審議すること。 

３ 予算の執行の適正化に関する措置の実施につ

いて調査審議すること。 

４ 会計処理に係る非違事案の状況について調査

審議すること。 

５ その他、職員の服務の規律、業務執行の適正化

のために必要な事項について調査審議すること。

・本部長： 経済産業大臣 

・本部員： 経済産業副大臣、

経済産業大臣政務官、事務

次官、官房長、資源エネル

ギー庁長官、原子力安全・

保安院長、特許庁長官、中

小企業庁長官 

（注）当省の調査結果による。 
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表１－⑵－⑪ 研修制度の整備状況 

府省名 根拠規程等 主な研修実施機関等 

内閣府 年度別実施計画 大臣官房人事課 

年度別実施計画 経済社会総合研究所経済研修所 

年度別実施計画 沖縄総合事務局 

宮内庁 宮内庁職員研修大綱（平成 10 年１月版） 長官官房秘書課等 

公正取引委員会 年度別実施計画 官房人事課等 

国家公安委員会（警

察庁） 

警察教養規則（平成 12 年国家公安委員会規

則第３号） 

警察大学校 

法科学研修所 

皇宮警察学校 

管区警察学校等 

金融庁 金融庁金融研究研修センター研修規則（平成

15 年金融庁訓令第 17 号） 

金融研究研修センター 

総務企画局等 

総務省 総務省職員研修実施要領（平成 13 年１月６

日付け総官秘第２－６号） 

大臣官房秘書課長 

部局長（内部部局、地方支分部局等の長） 

公害等調整委員会 － （総務省本省の研修に参加） 

消防庁 － （総務省本省の研修に参加） 

法務省（注２） 保護局関係職員研修要綱 法務総合研究所（中央研修） 

地方更生保護委員会委員長（地方研修） 

 法務局・地方法務局職員研修要綱 法務総合研究所（中央研修） 

各法務局長（地方研修） 

 入国管理局関係職員研修要綱 法務総合研究所（中央研修） 

各地方入国管理局長（地方研修） 

 矯正職員の研修に関する訓令（平成 18 年法

務省矯総訓第 3272 号） 

矯正研修所（本所、支所） 

各矯正施設の長 

公安審査委員会 － （法務省の研修に参加） 

公安調査庁 公安調査庁研修所規程 公安調査庁研修所（中央研修） 

 地方研修要綱 各公安調査局（地方研修） 

外務省 外務職員の研修に関する省令（昭和 27 年外

務省令第 18 号） 

外務省研修所研修規則（昭和 58 年外務省令

第３号） 

外務省研修所 

財務省 財務総合政策研究所研修規則（平成 13 年財

務総合政策研究所訓令第３号） 

財務総合政策研究所（研修部、研修支所） 

 税関研修所研修規則（平成 13 年税関研修所

訓令第２号） 

税関研修所（本所、支所） 

国税庁 税務大学校研修要綱（昭和 40 年国税庁訓令

特第６号） 

税務大学校（本校、地方研修所） 

 職場研修実施要綱（平成 14 年６月 18 日付け

官人８－253） 

国税局、税務署 

文部科学省 省内職員の研修・自己啓発態勢の充実につい 大臣官房人事課 

文化庁 て（方針）（平成 15 年 10 月 20 日付け局長等

会議了承） 

 

厚生労働省 厚生労働省研修実施要綱（平成 15 年 10 月１

日付け大臣官房人事課長決裁） 

内部部局の長 

39



中央労働委員会  各施設等機関の長 

各地方支分部局の長 

中央労働委員会事務局長等 

社会保険庁 社会保険大学校研修規程（昭和 37 年社会保

険庁訓第 10 号） 

社会保険大学校 

 地方社会保険事務局等研修ガイドライン 地方社会保険事務局等 

農林水産省 農林水産省職員研修要領 秘書課長又はその指定した者 

地方農政局長等 

林野庁 森林技術総合研修所研修要領（平成７年９月

６日付け７林野普第 237 号） 

森林技術総合研修所 

水産庁 農林水産省職員研修要領 水産庁漁政課 

経済産業省 年度別実施計画 大臣官房秘書課 

資源エネルギー庁  経済産業研修所 

中小企業庁   

特許庁 事務系職員研修実施要綱 総務部秘書課 

独立行政法人工業所有権情報・研修館 

国土交通省 年度別実施方針 

年度別実施計画 

国土交通大学校（本校、柏研修センター） 

国土地理院等 

船員労働委員会   

気象庁 気象庁研修会議規則（昭和 41 年気象庁訓令

第６号） 

気象大学校 

気象庁本庁 

管区気象台等 

海上保安庁 年度別実施計画 海上保安大学校 

海上保安学校 

総務部教育訓練管理官 

管区海上保安本部 

海難審判庁 海難審判庁職員の研修に関する訓令（平成

19 年訓令第３号） 

高等海難審判庁 

海難審判理事所 

地方海難審判庁等 

環境省 環境調査研修所研修規則（平成 15 年環境省

令第 18 号） 

大臣官房秘書課長 

環境調査研修所長 

防衛省 事務官等研修実施要領（昭和 57 年３月 20 日

付け防人３第 1493 号） 

大臣官房長 

各機関の長 

（注）1  当省の調査結果による。 

2  本表において検察庁職員に係る研修については記載していない。 
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表１－⑵－⑫ 監察等の内部監査制度の整備状況 

府省名 名称（根拠） 根拠規程 目的 任務、監察の事項 実施状況 

国家公安委員

会（警察庁） 

【首席監察官、長官官房

人事課監察官】 

「警察庁組織令」（昭和

29 年政令第 180 号） 

「監察に関する規則」（平成 12

年国家公安委員会規則第２号）

「警察庁の行う監察に関する訓

令」（昭和 33 年警察庁訓令第 14

号） 

警察の組織的かつ能率的な運営及び

警察規律の振粛に資する。 

（業務監察） 

①業務運営の実態を総合的かつ具体的に

把握するための監察 

②特別な事情がある場合における業務上

の問題点を把握するための監察 

（服務監察） 

①服務の実態を総合的かつ具体的に把握

するための監察 

②特別な事情がある場合における服務上

の問題点を把握するための監察 

四半期ごとに

実施 

金融庁 【金融庁監察官】 

「金融庁監察官の設置

に関する訓令」（平成 13

年金融庁訓令第９号） 

「金融庁監察官の設置に関する

訓令」（平成 13 年金融庁訓令

第９号） 

職務執行の公正さに対する国民の

疑惑や不信を招くような行為の防止

を図り、もって公務に対する国民の

信頼を確保する。 

金融庁の職員の服務に係る非違につい

て、自ら積極的に、情報の収集・分析、

職員の身上把握、金融機関等からの聞き

取り調査等を行い、非行事件の未然の防

止を図るととともに、非行事件が発生し

た場合には、必要な処分について助言を

行う。 

事案の発生の

都度実施 

公安調査庁 【首席監察官、監察官】 

「首席監察官設置規程」 

「監察官事務要綱」（平成 13 年

公安調査庁訓第５号） 

－  職員の懲戒、服務規律及び国家公務員

倫理法が定める倫理の保持に関するこ

と。 

随時実施 

外務省 【査察使】 

「外務公務員法」（昭和

27 年法律第 41 号） 

「査察使に関する省令」（昭和

27 年外務省令第 21 号） 

在外公館における事務が適正に行

われているかどうかを調査及び検査

し、必要な改善策を提言する。 

① 在外公館の活動及び運営状態 

② 在外公館の経理状態 

③ 在外公館に勤務する外務公務員の能

率、研修及び服務状態 

④ 外務大臣から特に命ぜられた事項 

毎年度実施 

 【大臣官房総務課監察

監査室（監察査察官）】 

「外務省組織令」（平成

12 年政令第 249 号） 

「監察査察官に関する訓令」（平

成 14 年外務大臣訓令第 18 号）

「監察査察意見提出窓口」（平成

18年６月９日付け監察査察官組

織） 

外務省本省における事務が適正に

行われているかどうかを調査及び検

査し、必要な改善策を提言する。 

① 外務本省の活動及び運営状態 

② 外務本省の経理状態 

③ 外務本省に勤務する外務公務員の能

率、研修及び服務状態 

④ 外務大臣から特に命ぜられた事項 

毎年度実施 
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府省名 名称（根拠） 根拠規程 目的 任務、監察の事項 実施状況 

財務省 【大臣官房秘書課首席

監察官、監察官】 

「財務省組織規則」（平

成 13 年財務省令第１

号）、「財務省監察官規

則」（平成 13 年財務省訓

令第４号） 

「財務省監察官事務運営基準」 本省の内部部局及び施設等機関所

属職員の服務規律を保持し、もって

行政の公正な運営に資する。 

① 職員の服務態度の監察及び非行事件

の調査 

② その他職員の服務に関して大臣官房

秘書課長の命ずる事務 

随時実施 

国税庁 【国税庁監察官】 

「財務省設置法」（平成

11 年法律第 95 号） 

「国税庁監察官事務規程」（昭和

24 年国税庁訓令特第６号） 

「国税庁監察官職務規範」（平成

12 年国税庁訓令特第５号） 

「監察官事務実施要領」（平成

18年６月 21日付け官察第８号）

－ 国税庁の所属職員（国税庁、国税局及

び沖縄国税事務所の審議会等及び施設等

機関の職員を除く。）についてその職務上

必要な監察を行い、法令の定めるところ

に従い、財務省設置法第 27 条第 1項各号

に掲げる犯罪に関する捜査を行い、必要

な措置をとること。 

毎年度、監察計

画を策定して

実施 

厚生労働省 【大臣官房地方課、中央

労働基準監察監督官及

び中央職業安定監察官】 

「厚生労働省組織令」

（平成 12 年政令第 252

号）、「厚生労働省組織規

則」（平成 13 年厚生労働

省令第 1号）、 

「管理事務及び企画調整事務に

関する監察について」（平成 12

年 5 月 17 日付け労働省発地第

43 号） 

都道府県労働局の行政運営の実態を

的確に把握し、管理事務及び企画調

整事務の適正な実施と水準の維持・

向上を図り、もって都道府県労働局

の行政運営の健全性を確保する。 

・ 綱紀の保持 

・ 適正な予算執行の体制等 

・ 健全な労働環境の整備等 

・ 職員の資質と行政サービスの向上 

・ 行政情報の適正な管理 

・ 適切な情報関係業務の遂行 

・ 法令遵守の取組        等 

毎年度、実施計

画及び実施項

目を策定して

実施 

社会保険庁 【社会保険監察官、地方

社会保険監察官】 

「厚生労働省組織令」

（平成 12 年政令第 252

号）、「厚生労働省組織規

則」（平成 13 年厚生労働

省令第１号） 

「社会保険庁業務監察規程」（平

成 18 年社会保険庁訓第 24 号）

業務の実施状況を調査し、これに

基づいて是正指示等を行うことによ

り、事業の適正かつ効率的で透明性

のある運営の確保を図る。 

－ 毎年度、実施方

針及び実施計

画を策定して

実施 

経済産業省 

資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁 

特許庁 

中小企業庁 

【大臣官房監察室】 

「監察本部について」

（平成17年８月29日付

け平成 17・08・29 秘第

１号経済産業大臣） 

「大臣官房事務分掌規程」（平成

13 年１月６日付け平成 13・01・

06 広第２号）、「監察業務等につ

いて」（平成 18 年１月１日付け

事務連絡） 

－ ① 綱紀粛正に関する措置の実施状況 

② 職員の服務義務違反等の事案 

③ 予算の執行の適正化に関する措置の

実施状況 

④ 会計予算に係る非違事案 

事案の発生の

都度実施 
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府省名 名称（根拠） 根拠規程 目的 任務、監察の事項 実施状況 

    ⑤ その他職員がその職務を行うに際し

必要な事項 

 

国土交通省 【大臣官房監察官】 

「国土交通省組織令」

（平成 12 年政令第 255

号） 

「国土交通省監察規則」（平成

13 年国土交通省訓令第 73 号） 

国土交通省所管行政の改善向上に

資する。 

事務の合理的運営、官紀の保持、優良

な団体又は職員の推賞、不正行為の防止 

毎年度、監察基

本計画及び監

察の実施計画

を策定して実

施 

海上保安庁 【首席監察官、監察官】 

「海上保安庁法施行令」

（昭和 23 年政令第 96

号）、「海上保安庁組織規

則」（平成 13 年国土交通

省令第４号） 

「海上保安庁監察規則」（平成

14 年海上保安庁訓令第 12 号） 

所管行政の実況及び事故等を監察

し、職場及び業務環境を改善向上す

ることにより、公正かつ効率的な行

政の運営に資すると共に、事故等の

未然防止を図り、職員の厳正な規律

を維持する。 

海上保安庁の職員の非違及び所管行政

の実況を監察する。 

毎年度、監察計

画を策定して

実施 

防衛省 【防衛監察本部】 

「防衛省設置法」（昭和

29 年法律第 164 号） 

「防衛監察の実施に関する訓

令」（平成 19 年防衛省訓令第 57

号） 

 防衛省の他の機関から独立した立

場において、予算の適正かつ効率的

な執行及び法令遵守の観点から防衛

省における職務執行の状況を厳格に

調査し、及び検査することにより、

職員の職務執行の適正を確保する。

防衛監察本部は、職員の職務執行にお

ける法令の遵守その他の職務執行の適正

を確保するための監察に関する事務をつ

かさどる。 

毎年度、防衛監

察計画を策定

して実施 

（注）それぞれの規程及び当省の調査結果による。 
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表１－⑵－⑬ 会計監査制度の整備状況 

府省名等 所管部課 根拠規程等 

内閣府 大臣官房会計課 ・「会計事務監査実施要領」（平成 16 年７月 30 日付け内閣府大臣

官房会計課長決定） 

・年度会計事務監査実施方針 

・「監査マニュアル」 

宮内庁 長官官房主計課 ・年度計画 

・「内部監査マニュアル」 

公正取引委員会 事務総局官房総務課 ・「公正取引委員会会計監査規程」（平成 19 年１月９日付け事務

総長通達） 

国家公安委員会（警

察庁） 

長官官房会計課 ・「会計の監査に関する規則」（平成 16 年国家公安委員会規則第

９号） 

・「警察庁の行う会計の監査に関する訓令」（平成 16 年警察庁訓

令第８号） 

・会計監査計画 

金融庁 総務企画局総務課（管理室） ・「金融庁における会計監査実施要領」（平成 13 年６月 19 日付け

総第 995 号） 

・年度会計監査（一般監査）計画 

総務省 大臣官房会計課 ・「総務省所管会計事務取扱規程」（平成 19 年総務省訓令第 17 号）

・「総務省会計監査要綱」（平成 14 年１月 31 日付け総官会第 119

号会計課長通達） 

 公害等調整委員会 事務局総務課 （総務省本省による監査を受検） 

 消防庁 総務課 ・年度会計監査計画 

・消防庁会計監査マニュアル 

法務省 大臣官房会計課 ・年度計画 

・「会計監査マニュアル」 

 公安審査委員会 大臣官房会計課 （なし） 

 公安調査庁 総務部（総務課） ・年度計画           

・「会計事務監査実施要領」 

外務省 大臣官房会計課（監査官） ・「外務省会計監査事務要領」（平成 17 年９月 15 日決定） 

財務省 大臣官房会計課 ・「財務省会計監査規則」（平成 13 年財務省訓令第５号） 

・「会計監査要領」 

・年度会計監査計画 

 国税庁 長官官房会計課 ・「国税庁会計監査規程」（昭和 28 年国税庁訓令特第 14 号） 

・「国税庁会計監査要領」 

文部科学省 大臣官房会計課 ・「文部科学省所管会計経理事務取扱通則」（平成 13 年文部科学

省訓令第 17 号） 

・「文部科学省会計監査計画」（平成 17 年７月 19 日大臣官房会計

課長決定） 

 文化庁 長官官房政策課 （文部科学省本省による監査を受検） 

厚生労働省 大臣官房会計課 ・「厚生労働省会計事務監査規程」（平成 13 年厚生労働省訓第 24

号） 

・年度会計事務監査指導実施方針 

・年度会計事務監査指導実施計画 

 社会保険庁 総務部経理課 ・「社会保険庁所管会計事務監査規程」（平成 17 年社会保険庁訓

第３号） 

・年度会計監査実施方針 

・年度会計監査実施計画 

 中央労働委員会 事務局総務課 （厚生労働省本省による監査を受検） 

農林水産省 大臣官房経理課 ・「農林水産省会計監査規程」（平成 18 年農林水産省訓令第２号）

・「農林水産省会計監査規程実施細則」（平成 18 年 3月 22 日付け

17 経第 2284 号大臣官房経理課長通知） 

・「会計事務監査の実施に当たっての必要な具体的事項について」

（平成 19 年５月 18 日付け 19 経第 282 号） 

・年度会計事務監査実施方針 

・年度会計事務監査計画 

 林野庁 林政部林政課 ・「農林水産省会計監査規程」（平成 18 年農林水産省訓令第２号）

・「農林水産省会計監査規程実施細則」（平成 18 年 3月 22 日付け
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17 経第 2284 号大臣官房経理課長通知） 

・「林野庁一般会計事務監査等実施要領」（平成 11 年４月１日付

け 11 林野政策第 114 号林野庁長官通知） 

・年度会計事務監査実施方針 

・年度会計事務監査計画 

 国有林野部管理課監査室 （国有林野事業） 

・「国有林野事業監査規程」（平成 11 年 2月 26 日農林水産省訓令

第 8号） 

・「国有林野事業監査規程実施細則」（平成 18 年 8 月 8 日付け 18

林国管第 29 号林野庁長官通知） 

・年度会計事務監査実施方針 

・年度会計事務監査実施計画 

 水産庁 漁政部漁政課 ・「農林水産省会計監査規程」（平成 18 年農林水産省訓令第２号）

・「農林水産省会計監査規程実施細則」（平成 18 年３月 22 日付け

17 経第 2284 号大臣官房経理課長通知） 

・「水産庁会計事務監査実施細則」 

・年度会計事務監査実施方針 

・年度会計事務監査計画 

経済産業省 大臣官房会計課監査室 ・「経済産業省会計監査規程」（昭和 61 年 10 月 1 日付け 61 会第

459 号） 

・「経済産業省会計監査事務取扱規則」（平成 15 年８月１日付け

平成 15・08・01 会課第１号） 

・「会計監査実施要領」 

・年度監査方針 

・年度監査実施計画 

 資源エネルギー庁 長官官房総合政策課 （経済産業省本省による監査を受検） 

 特許庁 総務部会計課 （経済産業省本省による監査を受検） 

 中小企業庁 長官官房（参事官） （経済産業省本省による監査を受検） 

国土交通省 大臣官房会計課 ・「国土交通省会計監査要綱」 

・年度会計監査実施計画 

 船員労働委員会 総務管理官 （国土交通省本省による監査を受検） 

 気象庁 総務部経理管理官 ・「気象庁会計監査要領」（平成 17 年 9月 20 日） 

 海上保安庁 総務部主計管理官 ・「会計実地監査要領」（昭和 50 年７月８日付け保経経第 359 号）

 海難審判庁 高等海難審判庁総務課会計

室 

（国土交通省本省による監査を受検） 

環境省 大臣官房会計課 ・「環境省会計事務監査規程」（平成 13 年環境省訓令第 23 号） 

・年度会計事務監査指導実施方針 

・年度会計事務監査指導実施計画 

防衛省 経理装備局監査課会計監査

室 

・「防衛省の会計監査に関する訓令」（昭和 33 年６月９日防衛庁

訓令第 40 号） 

・年度会計監査項目の重点 

・年度監査実施計画（内部部局の会計監査について（通知）） 

・会計監査の手引 

（注）１  当省の調査結果による。 

   ２ 公安審査委員会に係る会計経理については、官房会計課監査室による決裁・決議等での事前審査を実施してい

る。 
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表１－⑵－⑭ ガイドラインにおける内部通報窓口の整備に係る規定 

○ 国の行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員等からの通報） 

（平成 17 年７月 19 日関係省庁申合せ）＜抜粋＞

 

１．本ガイドラインの目的 

本ガイドラインは、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）の施行に伴い、国の行政

機関において、内部の職員等からの法令違反等に関する通報を適切に処理するため、各行政機関

が自主的に取り組むべき基本的事項を定めることにより、公益通報者の保護を図るとともに、国

の行政機関の法令遵守（コンプライアンス）を推進することを目的とする。 

２．通報処理の在り方 

（１）通報処理の仕組みの整備 

① 各行政機関は、通報事案の処理を、通報者の個人情報の保護に留意しつつ、迅速かつ適切

に行うため、その幹部を責任者とし、部署間横断的に通報を処理する仕組みを整備する。 

② 各行政機関は、通報処理の仕組みについて、内部規程を作成する。 

（２）総合的な窓口の設置 

① 各行政機関は、当該行政機関における職員等からの通報を受け付ける窓口（以下「通報窓

口」という。）を、全部局の総合調整を行う部局又はコンプライアンスを所掌する部局等に

設置する。この場合、各行政機関は、行政機関内部の通報窓口に加えて、外部に弁護士等を

配置した窓口を設けるよう努める。 

② 各行政機関は、通報に関連する相談に応じる窓口（４．において「相談窓口」という。）

を設置する。 

（３）～（５）（略） 

３．～５．（略） 
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